
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 30,663,108   固定負債 9,461,640

    有形固定資産 28,161,136     地方債等 6,519,851

      事業用資産 11,732,197     長期未払金 25,780

        土地 1,597,147     退職手当引当金 1,073,698

        立木竹 520,306     損失補償等引当金 -

        建物 18,949,940     その他 1,842,312

        建物減価償却累計額 △ 11,554,737   流動負債 1,022,907

        工作物 29,964,237     １年内償還予定地方債等 693,579

        工作物減価償却累計額 △ 27,915,579     未払金 153,808

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 129,928

        航空機 -     預り金 15,283

        航空機減価償却累計額 -     その他 30,309

        その他 23,561 負債合計 10,484,547

        その他減価償却累計額 △ 3,746 【純資産の部】

        建設仮勘定 151,068   固定資産等形成分 31,920,399

      インフラ資産 15,509,455   余剰分（不足分） △ 8,869,774

        土地 279,589   他団体出資等分 -

        建物 934,062

        建物減価償却累計額 △ 355,473

        工作物 35,252,410

        工作物減価償却累計額 △ 20,970,380

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 369,247

      物品 3,875,040

      物品減価償却累計額 △ 2,955,556

    無形固定資産 171

      ソフトウェア 1

      その他 169

    投資その他の資産 2,501,802

      投資及び出資金 268,251

        有価証券 8,481

        出資金 259,771

        その他 -

      長期延滞債権 19,585

      長期貸付金 1,941

      基金 2,213,022

        減債基金 -

        その他 2,213,022

      その他 -

      徴収不能引当金 △ 997

  流動資産 2,872,064

    現金預金 1,368,801

    未収金 210,586

    短期貸付金 5,000

    基金 1,252,291

      財政調整基金 1,116,438

      減債基金 135,853

    棚卸資産 35,763

    その他 -

    徴収不能引当金 △ 376

  繰延資産 - 純資産合計 23,050,625

資産合計 33,535,172 負債及び純資産合計 33,535,172

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 9,374,695

    業務費用 5,723,894

      人件費 1,902,092

        職員給与費 1,298,959

        賞与等引当金繰入額 122,270

        退職手当引当金繰入額 85,459

        その他 395,404

      物件費等 3,623,012

        物件費 1,953,226

        維持補修費 144,189

        減価償却費 1,525,597

        その他 -

      その他の業務費用 198,791

        支払利息 48,958

        徴収不能引当金繰入額 1,373

        その他 148,460

    移転費用 3,650,801

      補助金等 3,151,327

      社会保障給付 374,069

      その他 125,405

  経常収益 1,226,661

    使用料及び手数料 943,169

    その他 283,492

純経常行政コスト 8,148,035

  臨時損失 2,047

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 400

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 1,648

  臨時利益 6,137

    資産売却益 6,137

    その他 -

純行政コスト 8,143,945



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 24,552,283 32,230,652 △ 7,678,369 -

  純行政コスト（△） △ 8,143,945 △ 8,143,945 -

  財源 7,786,850 7,786,850 -

    税収等 5,846,450 5,846,450 -

    国県等補助金 1,940,400 1,940,400 -

  本年度差額 △ 357,095 △ 357,095 -

  固定資産等の変動（内部変動） △ 486,297 486,297

    有形固定資産等の増加 978,531 △ 978,531

    有形固定資産等の減少 △ 1,533,684 1,533,684

    貸付金・基金等の増加 160,014 △ 160,014

    貸付金・基金等の減少 △ 91,159 91,159

  資産評価差額 2,230 2,230

  無償所管換等 19,684 19,684

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 △ 384,105 △ 282,616 △ 101,488 -

  その他 △ 782,373 436,746 △ 1,219,119

  本年度純資産変動額 △ 1,501,658 △ 310,253 △ 1,191,405 -

本年度末純資産残高 23,050,625 31,920,399 △ 8,869,774 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 7,692,782

    業務費用支出 4,030,809

      人件費支出 1,799,272

      物件費等支出 2,044,217

      支払利息支出 48,958

      その他の支出 138,362

    移転費用支出 3,661,973

      補助金等支出 3,151,327

      社会保障給付支出 374,069

      その他の支出 136,576

  業務収入 8,774,156

    税収等収入 5,708,450

    国県等補助金収入 1,849,338

    使用料及び手数料収入 993,594

    その他の収入 222,775

  臨時支出 1,648

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 1,648

  臨時収入 435

業務活動収支 1,080,161

【投資活動収支】

  投資活動支出 1,201,410

    公共施設等整備費支出 946,617

    基金積立金支出 249,691

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 5,102

    その他の支出 -

  投資活動収入 241,896

    国県等補助金収入 171,230

    基金取崩収入 56,007

    貸付金元金回収収入 5,000

    資産売却収入 9,649

    その他の収入 10

投資活動収支 △ 959,514

【財務活動収支】

  財務活動支出 918,098

    地方債等償還支出 886,094

    その他の支出 32,003

  財務活動収入 913,538

    地方債等発行収入 972,205

    その他の収入 △ 58,667

前年度末歳計外現金残高 7,694

本年度歳計外現金増減額 2,377

本年度末歳計外現金残高 10,070

本年度末現金預金残高 1,368,801

財務活動収支 △ 4,560

本年度資金収支額 116,087

前年度末資金残高 1,348,115

比例連結割合変更に伴う差額 △ 105,472

本年度末資金残高 1,358,730



真室川町 令和 6 年度 連結財務書類 

連結財務書類に係る注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産・・・・・・取得原価 

  ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・再調達原価 

   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 

   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。 

②無形固定資産・・・・・・取得原価 

 

（２） 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的有価証券・・・・・・・・・・・・・・償却原価法（定額法） 

②満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

                             （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価（又は償却原価法（定額法）） 

③出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

                             （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（※）・・・・・・定額法 

  なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物   15 年～50 年  

工作物 10 年～75 年  

物品    2 年～20 年 

②無形固定資産（※）・・・・・・定額法 

※リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引に係るリ

ース資産を除く。 

 

 



真室川町 令和 6 年度 連結財務書類 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

    未収金、長期延滞債権、長期貸付金について、過去 5 年間の平均不納欠損率、および個別の

回収可能性に応じて、徴収不能見込額を計上しています。 

②退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

ただし、一部の連結対象団体においては、主として期末における退職給付債務及び年金資産

の見込み額に基づき計上しています。 

③損失補償等引当金 

    履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

④賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込

額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（５） リース取引の処理方法 

①リース期間が１年以内のリース取引、少額のリース取引、オペレーティング・リース取引  

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②①以外のリース取引 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

 

（７） 消費税等の会計処理 

税込方式によっています。 

   ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

 

２ 重要な後発事象 

該当ありません。 

 

３ 偶発債務 

（１） 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

該当ありません。 

（２） 係争中の訴訟等 

該当ありません。 



真室川町 令和 6 年度 連結財務書類 

４ 追加情報 

（１） 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 比例連結割合 

最上広域市町村圏事務組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 11.16％ 

最上地区広域連合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 35.0％ 

山形県市町村職員退職手当組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 1.8817340403％ 

山形県自治会館管理組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 2.4331％ 

山形県消防補償等組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 1.73％ 

山形県市町村交通災害共済組合 
一部事務組合・

広域連合 
比例連結 4.7057％ 

山形県後期高齢者医療広域連合 
一部事務組合・

広域連合 
全部連結 0.68％ 

   連結の方法は次のとおりです。 

一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。 

 

（２） 出納整理期間 

   地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

   なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間

で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整

しています。 

 

（３） 表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

（４） 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

翌年度年度予算において財産収入として措置されている公共資産 

イ 内訳 

該当ありません。 



真室川町 令和6年度 連結財務書類

1．連結貸借対照表の内容に関する明細
（1）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：千円）

前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)
本年度償却額

（F)

本年度末
減損損失累計額

（G）
本年度減損額

（H)

差引本年度末残高
（D)－（E)－（G)

（I）

49,090,512 2,236,126 120,379 51,206,259 39,474,062 497,131 - - 11,732,197

1,644,532 - 47,385 1,597,147 - - - - 1,597,147

520,306 - - 520,306 - - - - 520,306

16,940,555 2,009,385 - 18,949,940 11,554,737 334,654 - - 7,395,203

29,893,618 75,673 5,054 29,964,237 27,915,579 161,228 - - 2,048,658

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

23,561 - - 23,561 3,746 1,249 - - 19,815

67,939 151,068 67,939 151,068 - - - - 151,068

36,412,605 626,407 203,703 36,835,308 21,325,853 772,630 - - 15,509,455

260,125 29,520 10,056 279,589 - - - - 279,589

975,905 102,777 144,621 934,062 355,473 23,038 - - 578,589

35,034,505 238,300 20,395 35,252,410 20,970,380 749,592 - - 14,282,030

- - - - - - - - -

142,069 255,809 28,631 369,247 - - - - 369,247

3,717,281 358,594 200,836 3,875,040 2,955,556 190,847 - - 919,484

89,220,398 3,221,127 524,918 91,916,607 63,755,471 1,460,608 - - 28,161,136

 事業用資産

区分

　　立木竹

　  土地

　　工作物

　　建物

　　浮標等

　　船舶

　　その他

　　航空機

 インフラ資産

　　建設仮勘定

　　建物

　　土地

　　その他

　　工作物

合計

 物品

　　建設仮勘定


